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「奥尻町移住定住促進事業」実施方針等に関する質問への回答書 

 

 このことについて、下記のとおり回答いたします。 

記 

質問事項 回   答 

「落札者は、町との仮契約の締結までに、本件施

設用地を除く奥尻町内に特別目的会社（以下

「 SPC」という。）を設立し、」とありますが、設

立場所の選定については、貴町からもご助言・ご

協力を頂けるものと考えてよろしいでしょうか。

また、万が一、落札者が相当程度努力をしたが、

貴町内に設立する見通しが困難であった場合、本

件について、協議・相談に応じて頂く前提とさせ

て頂きたいと考えておりますがよろしいでしょ

うか。 

ご認識の通りで問題ありません。 

自然災害時や交通機関の影響等、事業者の責めに

帰さない事由により奥尻島に入島できないこと

に起因し業務履行の遅延が生じた場合、リスク分

担表上の「不可抗力」に該当すると理解でよろし

いでしょうか。 

ご認識の通りで問題ありません。 

1 件当たり 10 万円以上の経常修繕及び計画修繕

については、修繕方法の提案を概算金額とともに

貴町に行えば足りるとの理解でよろしいでしょ

うか。 

ご認識の通りで問題ありません。 

「敷地土壌の分析調査については、町と協議の上

で必要な場合は実施すること。」 

と記載がありますが、協議の結果、分析が必要と

なった場合の費用は今回の事業費と別途でよろ

しいですか。 

また、分析の結果、土壌汚染が確認された場合の

対策費も事業費と別途でよろしいですか。 

本記載は、当該敷地の利用履歴等を踏まえつ

つ、事業の具体化にあたり必要に応じて土壌

の分析調査を行う場合の手続を示したもので

す。 

協議の結果、土壌の分析調査を実施すること

となった場合、当該分析調査に要する費用に

ついては、本事業の事業費とは別途に町が負

担することを想定しております。 

また、当該分析の結果、土壌汚染対策法等に

基づき対策が必要となるレベルの土壌汚染が

確認された場合の対策費用についても、用地



の瑕疵に起因するものとして、本事業の事業

費とは別途に町が負担することとします。 

「専有面積 1DK 28㎡、2DK 36㎡ 専有面積は 5％

の面積増までは認める。」との記載がありますが、

「3.2.2.諸室の要求水準」から想定すると、提示

されている専有面積では不足すると思われます。 

居住性や奥尻町の地域性を考慮してさらなる面

積増は認められますか。 

要求水準書に記載の専有面積は、町が標準的

に想定する住戸規模を示したものであり、最

低限確保すべき水準として位置付けていま

す。 

一方で、居住性の向上や奥尻町の地域性等を

踏まえ、提案者において住戸専有面積を拡大

することが本事業の目的達成に有効であると

判断される場合には、5％を超える面積増の提

案を行っていただいて差し支えありません。 

その場合は、面積増による事業費や維持管理

コストへの影響も含め、提案内容全体とのバ

ランスを踏まえて総合的に評価します。 

本事業における設計及び建設の事業スケジュー

ルからすると CASBEE の評価認証を取得すること

は、設計期間と審査期間を考慮すると非常に厳し

いと思われます。 

CASBEE の評価認証の取得を取止めることは可能

ですか。 

本事業の事業スケジュールや離島特有の条件

等を踏まえ、CASBEE 評価認証の取得を本事業

における必須要件とすることにはこだわらな

いこととし、要求水準書における当該要件は

削除または任意的な位置付けに変更します。 

なお、環境配慮や省エネルギー性能の確保自

体は重要であることから、設計にあたっては

合理的な範囲で環境性能の向上に配慮した計

画とするようお願いします。 

本事業における設計及び建設の事業スケジュー

ルからすると住宅性能評価を取得することは設

計期間と審査期間を考慮すると非常に厳しいと

思われます。 

住宅性能評価の取得を取止めることは可能です

か。 

本事業の事業スケジュール等を総合的に勘案

し、住宅性能評価書の取得を本事業における

必須要件とすることにはこだわらないことと

し、要求水準書における当該要件は削除また

は任意的な位置付けに変更します。 

ただし、居住性能や耐震性、省エネルギー性

等については、関係法令及び基準を満たすこ

とを前提としつつ、可能な範囲で水準の高い

計画となるよう配慮をお願いします。 

ご提示されている事業スケジュールは離島での

工事条件を考慮すると非常にタイトなスケジュ

ールと感じておりますが、供用開始予定日（住宅） 

令和９年９月に 30 戸全ての供用開始が必要とな

りますか。 

部分引渡しが可能であれば令和９年９月時に引

渡しが必要な戸数のご提示をお願いいたします。 

本事業における住宅の供用開始については、

地域の住宅需要や入居準備の観点から、令和

９年９月 30 日までに 30 戸すべての供用を開

始することを原則としています。 

したがって、部分引渡しによる段階的な供用

開始ではなく、原則として全 30戸を同時に供

用開始することを前提としてスケジュール及



び工事計画の検討をお願いします。 

なお、天候その他やむを得ない事情により工

程への影響が生じた場合の取扱いについて

は、契約協議の中で適切に調整することとし

ます。 

事業費の予定価格は公表されますか。 公表します。 

工事費を算定するうえで基礎の検討を行うため、

計画地の地質調査の資料のご提供をお願いいた

します。 

当該計画地について、現時点で当町は地質調

査の成果品（ボーリング調査報告書等）を保

有しておりません。 

 そのため、本事業の提案にあたっては、木

造２階建ての建物を前提とし、公募資料等に

記載している敷地条件や周辺状況に関する情

報を踏まえて、工事費を算定するうえでの基

礎構造の検討を行っていただくことを想定し

ています。 

 契約締結後に事業者が実施する詳細な地質

調査の結果に基づき、必要となる設計及び施 

工方法の変更が生じた場合のリスク（合理的

に予見し得ない地盤条件に起因するもの）に

ついては、原則として町が負担することとし、

その具体的な取扱いはリスク分担表及び契約

協議により定めます。 

 


